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一般・特別会計予算の概要
平成31年度

　平成31年度予算は、近年多発している豪雨などの自
然災害や防災対策、低所得者への支援や子育て世代への
支援をはじめとする福祉施策の充実、教育環境の整備、
老朽化した公共施設の改修など、さまざまな行政課題に
積極的に対応する予算となっています。
　しかし、こうした多額の財政需要に対しては、市税や
地方交付税の増が見込まれるものの、財政調整基金によ
る繰り入れで対応せざるを得ず、市財政は依然として厳
しい状況にあります。
　以下に、平成31年度予算の概要をお知らせします。
なお、予算編成の基本方針については、市ホームページ
からご覧いただけますので、そちらもご参照ください。
問財政課財政係☎042-497-1810

◆�市税は、給与収入の増などにより個人市民税の増収が見込まれる
他、企業収益の増により法人市民税について増収が見込まれるな
ど、全体では前年度よりも5,856万円増の94億5,753万円となっ
ています。
◆�国庫支出金は、小学校校舎大規模改造工事に係る経費が減額とな
りましたが、幼児教育・保育無償化に係る経費の増などにより、
前年度比0.4％増の60億7,322万円となっています。
◆�都支出金は、市町村総合交付金の増額などにより前年度比2.9%
増の48億8,964万円となっています。
◆�地方交付税は、国の予算額が1.1％（1,724億円）の増額となった
ことや平成30年度の交付額を参考に39億1,000万円と見込んでい
ます。
◆�繰入金は、新庁舎建設事業に伴う公共施設整備基金の繰り入れに
より、前年度比44.7%増の11億7,108万円となっています。

◆�民生費は、幼児教育・保育無償化に係る経費の増などにより、前年度よりも
3,927万円の増額となっています。
◆�総務費は、新庁舎建設事業の増により、前年度よりも11億7,411万円の大幅
な増額となっています。
◆�教育費は、小学校校舎大規模改造工事の減などにより、前年度よりも3億
9,169万円の減額となっています。
◆�衛生費は、風しん予防対策経費の増やごみ収集業務の一部委託化の増などに
より、前年度よりも9,021万円の増額となっています。

◆�土木費は、歩道拡幅整備や都市計画街路事業の増などにより、前年度よりも
2億4,158万円の増額となっています。
◆�消防費は、消防団訓練施設整備の完了などにより、4,826万円の減額となっ
ています。
◆�商工費は、プレミアム付商品券事業の増などにより前年度よりも2,533万円
の増額となっています。

区　分 平成31年度 平成30年度 増減率
一般会計 307億6,300万円 ２96億4,000万円 3.8%

166億4,400万円 167億5,900万円 －0.7%
国民健康保険事業 80億5,700万円 83億円 －２.9%
駐車場事業 7,900万円 7,900万円 0.0%
介護保険 65億1,800万円 64億3,600万円 1.3%
後期高齢者医療 19億9,000万円 19億4,400万円 ２.4%

合　計 474億700万円 463億9,900万円 ２.２%

特別会計

区　分 平成31年度 平成30年度 増減率

収益的収支 収入 11億5,406万円 11億5,２84万円 0.1%
支出 11億1,460万円 10億6,457万円 4.7%

資本的収支 収入 1億7,555万円 7億3,115万円 －76.0%
支出 5億1,47２万円 10億9,986万円 －53.２%

下水道事業会計

各 会 計 別 予 算 額
●一般会計とは…福祉、教育、
道路整備などの基本的な行政
サービスを行うための会計の
ことです。
●特別会計とは…特定の目的
のための会計で、清瀬市は地
方公営企業法を適用している
下水道事業会計を含め、5つ
の特別会計があります。

一般会計307億6,300万円の内訳

歳入 歳出

市税 30.7%

民生費 54.3%

94億5,753万円

166億9,838万円

市民税・固定資産税・
軽自動車税・市たば
こ税など

高齢者・障害者福祉
や子育て支援など

国・都支出金35.7%
109億 6,287万円
国や都からの負担金、補助
金、委託金

地方交付税 12.7%
39億1,000万円
国からの調整財源

市債 7.4%
22億7,800万円
金融機関などからの借入金

地方消費税交付金 3.9%
12億600万円
消費税のうち市への配分金

繰入金 3.8%
11億7,108万円
基金の繰り入れなど

総務費 14.9%
45億7,239万円
市役所の運営など

教育費 9.6%
29億4,205万円
小・中学校教育、生涯
学習・スポーツなど

公債費 6.2%
19億1,440万円
市債の返済

衛生費 5.7%

土木費 4.2%

その他1.9%

消防費 3.2%

17億5,707万円

13億614万円

5億6,896万円

10億361万円

健康づくり、ごみの処理など

道路・公園の
整備など

議会費、農林業
費など

防災対策事業など

歳入の状況 歳出の状況

市民一人当たりに置き換えた歳出額 人口74,737 人（平成 31年 1月 1日現在）

　民生費 　総務費 　教育費 　公債費 　衛生費 　土木費 　その他

223,429 円 61,180 円 39,365 円 25,615 円 23,510 円 17,476 円 21,042 円 

一人当たり合計

411,617 円

その他 5.8%
17億7,752万円
使用料及び手数料
諸収入・財産収入など

※各数値は端数処理の関
係上、合計と一致しない
場合があります。

予算のポイント

安全でうるおいのある暮らしができるまち 健幸でともに支え合うまち

豊かな自然と調和した住みやすく活気あるまち

新庁舎建設に向けた取り組み

子どもたちを健やかに育むまち

都市格が高いまち

◇レスキューボックスの設置 ◇プレミアム付商品券を発行

◇清瀬駅北口地下駐輪場にＩＣカード対応
　ゲートシステムを導入

◇新庁舎建設工事
◇工事監理業務
◇工事管理支援業務

◇幼児教育・保育の無償化

◇市制施行50周年記念事業

◇マンホールトイレの設置

◇喫煙所の受動喫煙防止対策を実施

◇東京病院東側（市道0117号線）の歩道拡幅を実施

◇柳瀬川右岸5号雨水幹線整備
　に向けた実施設計

◇「清瀬ひまわりフェスティ
　バル」を実施

◇健幸ポイント事業（スマートフォンにも対応）

◇「（仮称）花のある公園」整備に向けた取り組み

◇支え合い活動推進支援事業

◇五中校庭の雨水冠水対策

◇市道1159号線（けやき
　通り）雨水管布設工事

◇がん検診事業（自己負担金免除の対象を55歳以上に拡充）

◇公立保育園で児童のおむつ回収を実施

◇公的証明書（住民票など）のコンビニ交付を開始

285万円

960万円

413万円

800万円

130万円

340万円

20万円

◇消費者保護対策事業（自動通話録音機の貸し出し）

◇「子ども食堂」の推進

◇清明小校舎大規模改造工事を実施

◇アミュービルの空調設備改修工事
◇下宿地域市民センターの耐震改修工事
　実施設計

◇体験型英語学習活動

◇公共施設トイレの整備

◇小・中学校の空調設備を整備

◇東京2020大会関係事業
◇コミュニティプラザひまわりテニスコート
　改修工事

194万円

216万円

4億9,800万円

1億1,200万円

1億1,000万円

16万円 9,218万円

610万円

687万円

570万円

1,958万円

424万円

2,000万円

172万円

2,620万円

自動通話録音機
　市内で高齢者の振り込め詐欺被害が多い現状を受け、平
成29年度・30年度に続いて、無料貸し出しを行います（300
台）。

　平成31年（2019年）10月より、下記のとおり幼児教
育・保育の無償化を行う予定です。

　2020年度の市制施行50周年に向けて、キャッチコピー
・ロゴマークの選定などを行います。

　老朽化に伴う自動交付機の廃止とともに、平成32年（2020年）2月より
住民票やこれまで自動交付機では交付できなかった戸籍の謄本や附票も交
付できる「コンビニ交付」を開始します。

　障害者福祉センター及び市内公園のトイレを洋式化します。

　ＴＧＧ（ＴＯＫＹＯ�ＧLＯBAL�ＧAＴEWAＹ）での1日英語体験を、
児童・生徒150人参加して実施します。

　小・中学校の普通教室、給食室などに空調設備を
整備します。

　消費税引き上げへの対応として、25,000円分の買い物が可能な商品券
を20,000円で販売します。対象は、住民税非課税者（住民税課税者と生計
同一の配偶者・扶養親族、生活保護被保護者等を除く）と0～2歳児がいる
子育て世帯です。

　清瀬駅北口、秋津駅南口、コミュニティプラザひまわり、清瀬けやきホ
ールの喫煙所にパーテーションを設置します。

　歩行者・自転車・車が安全に通行できる道路整備
を進めます。

　平成33年（2021年）5月の新庁舎開設に向け、第1期建設工事を行います。

　12回目となる「清瀬ひまわりフェ
スティバル」を実施します。清瀬駅
からのシャトルバスを増便する他、
熱中症対策として会場内に配置する
看護師を増員します。

　市内在住の20歳以上、定員1,000人を対象に実施しま
す。今年度からは歩数計の代わりにスマートフォンへの
対応も開始します。

　住民主体の地域づくりにつながる介護予防活動を推進
します。 3,439万円

対象
認可保育所等 ・3～5歳　・0～2歳：非課税世帯
認可外保育施設等
（保育の必要性を受けた場合）

・3～5歳：月額37,000円まで　
・0～2歳：非課税世帯（月額42,000円まで）

私立幼稚園等
・3～5歳：月額25,700円まで
・�幼稚園の預かり保育は、保育の必要性を受けた場
合に、別途月額11,300円まで上乗せ

障害児通園施設 ・3～5歳

雨水管布設の様子（写真は柳
瀬川通り布設時のもの）

2,158万円

1,900万円

下宿地域市民センター

12億9,800万円

2,200万円

900万円

昨年の様子

1,390万円

1,200万円


